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   論文題目   内務省と明治国家形成 
 
  本論文は、近代日本の官僚機構の中枢的位置を占めた内務省の成立過程と初期内務行政
の展開状況を分析し、その検討を通して明治国家の形成について論じたものであり、Ⅰ内
務省の成立、Ⅱ内務行政の成立と展開、の二部各五章から成っている。 
 第一部では、維新政権の成立と内政機構、廃藩置県後の大蔵省の巨大化、左院における
大蔵省権限削減運動としての内務省設立運動、司法卿江藤新平の内務省設立構想などを検
討し、その検証の上に、征韓論政変後、内治優先論が国家意志として確定したことを論証
している。ここで論者は、特に内治優先論の論理・構造を詳細に分析し、内治優先論＝民
力養成論であることを実証し、この政策遂行機関としての内務省の創設構想とその成立過
程を、多様な史料によって緻密・丹念に追究している。内務省設立の審議は留守政府の構
想の延長上にあり、その位置・任務・組織などの決定は征韓論政変の産物として位置づけ
られること、その結果地方・勧業・警察の三行政が内務省の管轄とされたこと、しかしそ
の中で勧業行政としての民力養成論が国家目標として重視されたことなど、論者の独自の
見解・論理が、冷静な眼と豊富な史料によって論証されている。 
 第二部では、大久保利通の「殖産興業に関する建議書」を、民力養成論による内務行政
の形成という観点より分析し、一八七五年、その勧業行政が本格的に始動したことを明ら
かにしている。さらに「内務行政を展開する機構的保障は、府県職制による勧業課と警保
課の独立と統一によって、七六年に初めて確保された」ことを検証し、これを以て内務行
政の成立と把えている。また、七八年三月大久保が提出した政策提言、「一般殖産及華士族
授産ノ儀ニ付伺」と「地方之体制等改正之儀上申」は、新政反対一揆や士族反乱を受けた
後の地方・勧業両行政における新たな模索の結果であったとして、論者はこれを重視し、
その分析を通して、勧業行政の内務省への一本化、減租措置に伴う行政改革の実施 、七八
年七月の郡区町村編制法・府県会規則・地方税規則の三新法の公布、国事警察の浮上、な
どの問題について論証している。そして最後に、大久保在世中から死後にかけての勧業行
政について触れ、直接的勧業論より間接的勧業論へ修正されたこと、やがて新設の農商務
省（一八八一年四月創設）への移管されたことを述べ、その結果内務省の省務の中心は警
察・地方行政になったことを論じている。戦前の統治機構として内務省の確立である。 
 本論文は、内務省を直接の研究対象とした初めての本格的な研究として、次の諸点で高
く評価される。第一は、内務省の設立過程を初発の段階にまで遡って綿密に追究し、初期
内務行政の展開について分析したことである。左院の構想および留守政府の内情になどに
も言及し、創設期の諸施策について詳しく検証した意義は大きい。第二は、「民力養成論」
という理念を機軸として内務省創設の内在的根拠を考察し検証したこと、である。この視
点の強調は、警察・治安行政管轄省としての性格が所与の前提として強く印象づけられて
きた内務省理解に、一石を投じるものである。第三は、政府の諸施策を、政治・社会状況
と関連づけて分析・検討し、政治史のダイナミズを伝えることに成功していることである。
第四は、先行研究や近年の研究動向をよく整理し論述していること、そして第五は、史料
を渉猟斟酌して新史料を活用し、また基本史料については刊本になっているものについて
も原史料に当たるなど丹念に検討していることである。第四・第五は、論者が留意してい
る点でもあり、それは最後まで貫かれている。 
 本論文には、以上多くの研究成果・学問的特徴が見られるが、いくつかの問題点や今後
の課題も含んでいる。たとえば本論文のキ－ワ－ドともなっている民力養成論について、
民力とは何か、養成するとはどういうことかなどについて、全体としては曖昧である。序
論で論者の概念規定が明確に示されて然るべきであったと考えられる。次に、論者の重視
するこの民力養成論は、概して構想の展開はあっても具体化には乏しく実態を欠くもので
あった。論者自らも残された課題の一つとしているように、「民」の側からの分析という点
も合わせ、今後の検証が求められる。また、論者の時期区分に従えば、内務省の成立期を
主に分析して内務行政の形成・成立・展開について論述しているが、その展開時において
も論者の重視する勧業行政は大きく転換し、内務行政は警察・地方行政を中核とするもの
になっている。この問題は優れて明治国家形成過程の問題とも関わる論点であるが、本論
文では明瞭にはなっていない。以上のような問題点も残しているが、しかしこれらはいず
れも本論文に示された学問的成果を損なうものではない。論者の精緻な実証的研究とそこ
から導き出された新たな知見が内務省史研究を深化させた意義はきわめて大きい。これら
を総合的に評価し、本論文は博士（文学）の学位を授与するに価するものと判定する。  
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